
１．保育の受け皿整備 ７６７億円 （７８７億円）

待機児童の解消に向け、「子育て安心プラン」に基づき保育の受け皿を確保するため、保育所
等の整備などによる受入児童数の拡大を図る。

（１）保育所等整備交付金（P31参照）

市区町村が策定する整備計画等に基づき、保育所、認定こども園及び小規模保育事業所に係る施設整
備事業及び保育所等の防音壁設置の実施に要する経費に充てるため、市区町村に交付金を交付する。
また、「子育て安心プラン」に基づき、意欲のある自治体の取組を強力に支援するため、補助率を嵩
上げ（1/2→2/3）して、保育所等の整備を推進する。
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【対象事業】 ・保育所整備事業 ・認定こども園整備事業（幼稚園型） ・小規模保育整備事業
・防音壁整備事業 ・防犯対策強化整備事業

【実施主体】 市区町村
【設置主体】 社会福祉法人、日本赤十字社、公益社団法人、公益財団法人、学校法人等

（保育所及び認定こども園については公立を除く）
【補助割合】 国：１／２、市区町村：１／４、設置主体：１／４

（子育て安心プランに参加する等一定の要件を満たす場合は、国:２/３、市区町村:１/12、設置主体:１/４）

待機児童の解消に向けた取組の推進 【2020(令和２）年度予算案】【2019(令和元)年度予算】

１，１１５億円 （１，１６７億円）
※ 臨時・特別の措置（耐震化整備に必要な経費）５９億円（９９億円）を含む。

（参考）【令和元年度補正予算案】 ２２８億円
「子育て安心プラン」に基づく保育の受け皿整備等を進めるため、保育所等の整備に必要な経費を補助する。
○保育所等整備交付金 １４９億円
○保育所等改修費等支援事業 ７９億円



（２）保育所等改修費等支援事業【拡充】（P32参照）【保育対策総合支援事業費補助金394億円(394億円)の内数】

賃貸物件を活用して保育所等を設置する際や、幼稚園において長時間預かり保育を実施する際、認可外
保育施設が認可保育所等の設備運営基準を満たすために必要な改修費等の一部を補助する。
また、賃貸物件による保育所等改修費等支援事業について、保育の受け皿整備の更なる促進を図るため、

これまで改修に係る定員の規模に関わらず一律としていた補助基準額を、定員の規模に応じた補助基準額
に見直し、引上げを行うとともに、幼保連携型認定こども園を補助対象に加える。

【対象事業】
①賃貸物件による保育所等改修費等支援事業 ②小規模保育改修費等支援事業
③幼稚園における長時間預かり保育改修費等支援事業 ④認可化移行改修費等支援事業
⑤家庭的保育改修等支援事業

【実施主体】 市区町村
【補助基準額(案)】 ※ (ｱ)緊急対策参加市区町村、(ｲ)待機児童対策協議会に参加する等一定の要件を満たす市区町村
①新設又は定員拡大の場合
１施設当たり 利用（増加）定員19名以下 15,000千円（(ｱ)20,000千円、(ｲ)23,000千円）

利用（増加）定員20名以上59名以下 27,000千円（(ｱ)32,000千円、(ｲ)35,000千円）
利用（増加）定員60名以上 55,000千円（(ｱ)60,000千円、(ｲ)63,000千円）

老朽化対応の場合 １施設当たり 27,000千円（(ｱ)32,000千円）
②１事業所当たり 22,000千円（(ｱ)32,000千円、(ｲ)35,000千円）
③１施設当たり 22,000千円（(ｱ)32,000千円、(ｲ)35,000千円）
④１施設当たり 32,000千円（(ｲ)35,000千円）
⑤保育所で行う場合 １か所当たり 22,000千円（(ｱ)32,000千円、(ｲ)35,000千円）
保育所以外で行う場合 １か所当たり 2,400千円

【補助割合】①～④ 国：１／２、市区町村：１／４、設置主体：１／４
※ 子育て安心プランに参加する等一定の要件を満たす場合は国：２／３、市区町村：１／12、設置主体：１／４

⑤ 国：１／２、市区町村：１／２
※ 子育て安心プランに参加する等一定の要件を満たす場合は国：２／３、市区町村：１／３
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（参考）【令和元年度補正予算案】 ２２８億円
「子育て安心プラン」に基づく保育の受け皿整備等を進めるため、保育所等の整備に必要な経費を補助する。
○保育所等整備交付金 １４９億円
○保育所等改修費等支援事業 ７９億円



２．保育人材確保のための総合的な対策 １９０億円（１５２億円）

保育の受け皿整備に伴い必要となる保育人材の確保を図るため、①保育士資格の取得促進、②
就業継続のための環境づくり、③離職者の再就職の促進といった観点から、総合的に支援を行う。
また、キャリアアップ研修や、保育士の質の向上・人材確保を行うための各種研修を実施する。

○保育人材確保

＜①新規資格取得支援＞

（１）保育士資格取得支援事業 【保育対策総合支援事業費補助金394億円(394億円)の内数】

① 認定こども園に勤務している幼稚園教諭免許状を有する者及び保育所等に勤務している保育士資格
を有していない者の保育士資格の取得促進を図るため、保育士養成施設における受講料（1/2相当）等
の一部を補助する。

② 保育士試験の合格を目指す者に対し、保育士試験受験のための学習に要した費用の一部を補助する
ことで保育士資格取得者の拡大を図る。

（※）現行の保育士資格取得支援事業及び保育士試験による資格取得支援事業を整理。
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【実施主体】 都道府県、指定都市、中核市
【補助基準額(案)】① １人当たり 受講料の１／２（上限300千円）

代替職員経費 １人１日当たり 7千円
② 保育士試験受験のための学習に要した経費（教材費等）の１／２（上限150千円）

【支給対象期間】 ② 保育士試験（筆記試験）から起算して２年前までに要した費用
【補助割合】 国：１／２、都道府県、指定都市、中核市：１／２

（２）保育士養成施設に対する就職促進支援事業【保育対策総合支援事業費補助金394億円(394億円)の内数】

指定保育士養成施設が学生に対して保育所等への就職を促すための取組（リアリティ・ショックに
対応するための特別講座の開講等）を実施した結果、保育所等への就職内定率が前年度の保育所等就職
率（全国平均）を上回った割合に応じて、当該取組に要した費用の一部を補助する。

【実施主体】 都道府県等
【補助基準額(案)】保育士養成施設における保育所等への就職内定の割合が、前年度の当該施設の就職割合と比較し、

２％増加するごとに、１か所当たり年額264千円を補助
【補助割合】 国：１／２、都道府県：１／２
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（３）保育士試験追加実施支援事業 【保育対策総合支援事業費補助金394億円(394億円)の内数】

保育士を確保するため、地域限定保育士試験（※1）を実施する自治体に対して、当該試験の準備に必要
な費用を補助する。

※1 「国家戦略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する法律」(平成27年法律第56号)により、資格取得後３年間は当該国家
戦略特別区域内のみで保育士として働くことができ、４年目以降は全国で働くことができる「地域限定保育士」となるための試験。

【実施主体】 都道府県、指定都市
【補助基準額(案)】地域限定保育士試験の広報に関する費用及び保育実技講習会（※2）の実施に必要な費用

※2 保育の表現技術に関する演習及び実習等で構成される講習会で、当該講習会を修了した場合、実技試験が免除され
るもの。

【補助割合】 国：１／２、都道府県、指定都市：１／２

【

（４）保育士修学資金貸付等事業【新規】（P33参照）

【保育対策総合支援事業費補助金394億円(394億円)の内数】

保育士資格の取得や再就職を目指す者等に対する修学資金等の貸付原資等を補助する保育士修学資金
貸付等事業について、当初予算に計上し、安定的な財源確保を図る。

【実施主体】 都道府県、指定都市
【貸付額（上限）(案)】①保育士修学資金貸付

ア 学費 50千円（月額）
イ 入学準備金 200千円（初回に限る）
ウ 就職準備金 200千円（最終回に限る）
エ 生活費加算 40～50千円程度（月額）

②保育補助者雇上支援 2,953千円（年額） 短時間勤務の場合 2,215千円（年額）
③未就学児をもつ保育士の保育所復帰支援 54千円の半額（月額）
④潜在保育士の再就職支援 就職準備金 400千円
⑤未就学児をもつ保育士の子どもの預かり支援 事業利用料金の半額

【貸付期間】 ①最長２年間 ②最長３年間 ③１年間 ⑤２年間
【返還免除】 ①卒業後、５年間の実務従事

②保育補助者が原則として３年間で保育士資格を取得又はこれに準じる場合
③、④再就職後、２年間の実務従事
⑤２年間の勤務

【補助割合】 国：９／10、都道府県、指定都市：１／10



8

＜②就業継続支援＞

（１）保育士宿舎借り上げ支援事業【要件見直し】（P34参照）

【保育対策総合支援事業費補助金394億円(394億円)の内数】

保育士用の宿舎を借り上げるために必要な費用の一部を支援することで、保育士の就業継続を支援し、
働きやすい環境を整備する。
令和２年度予算案においては、待機児童数及び保育士の有効求人倍率の要件に該当するか否かを決める

時点を直近２か年の状況で対象者の年数（採用日から５年又は10年以内）を決定する仕組み等に見直す
とともに、全国一律の補助基準額（月額82,000円）について、現行の月額82,000円を上限としつつ、地域
の実勢に合わせ、住宅・土地統計調査に基づく市区町村単位の金額設定に見直す。

【実施主体】 子育て安心プラン実施計画の採択を受けている市区町村
【対象者】 採用された日から起算して10年以内の常勤の保育士

※以下の場合は５年以内とする。
・直近２か年の４月１日時点の待機児童数が連続して50人未満、かつ、直近２か年の１月の保育士の有効
求人倍率が連続して全国平均以下の市区町村
ただし、待機児童数が50人未満（前年度）から50人以上（事業実施年度）となった場合で、かつ、直近
２か年の１月の保育士の有効求人倍率が連続して全国平均以下の市区町村も５年以内とする

【補助基準額(案)】月額82,000円を上限として、市区町村別に１人当たりの月額（上限）の金額を設定
※ 令和元年度に事業の対象だった者で、引き続き令和２年度も事業の対象となる場合は、令和元年度の

補助基準額を適用する経過措置を設定。
【補助割合】 国：１／２、市区町村：１／４、事業者：１／４
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（３）保育体制強化事業【拡充】（P35参照） 【保育対策総合支援事業費補助金394億円(394億円)の内数】

清掃業務や遊具の消毒、給食の配膳、寝具の用意、片付け、外国人の子どもの保護者とのやりとりに係る
通訳といった保育に係る周辺業務を行う者（保育支援者）の配置の支援を行い、保育士の業務負担の軽減を
図る。

令和２年度予算案においては、保育支援者の業務に「園外活動時の見守り等」を加えるほか、いわゆる
キッズ・ガード（仮称）への謝金等を補助することで、保育所外等での活動において、子どもが集団で
移動する際の安全確保を図る。

【実施主体】 市区町村が認めた者
【補助基準額(案)】１か所当たり月額100千円

※1 保育支援者が「園外活動時の見守り等」にも取り組む場合 １か所当たり 月額150千円
・勤務時間の上乗せ及び傷害保険加入料を追加
＊保育支援者が、市区町村が認めた交通安全に関する講習会等に参加することを要件とする

※2 キッズ・ガード（仮称）に謝金を支払う場合又は園外活動時の見守り等を委託する場合
１か所当たり 月額 50千円

【補助割合】 国：１／２、都道府県：１／４、市区町村：１／４
国：１／２、市区町村：１／２

【対象施設】 保育所、幼保連携型認定こども園

（２）保育補助者雇上強化事業 【保育対策総合支援事業費補助金394億円(394億円)の内数】

保育所等における保育士の業務負担を軽減し、保育士の離職防止を図ることを目的として、保育士の
補助を行う保育補助者の雇上げに必要な費用を補助する。

【実施主体】 市区町村
【補助基準額(案)】定員121人以下の施設：年額2,264千円

定員121人以上の施設：年額4,528千円
【保育補助者の要件】保育所等での実習等を修了した者等
【補助割合】 国：３／４、都道府県：１／８、市区町村（指定都市・中核市除く）：１／８

国：３／４、市区町村：１／４
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（５）保育人材等就職・交流支援事業 【保育対策総合支援事業費補助金394億円(394億円)の内数】
① 就職相談会の開催等による潜在保育士の再就職支援や保育所見学等による新卒保育士の確保、新規採

用された保育士への研修による就業継続支援など、市区町村が行う保育人材確保に関する取組に要した
費用の一部を補助する。

② 保育所等における業務効率化のため、複数の施設で行われている業務を共同で実施する「業務集約
化」に関する取組に必要な費用を補助する。

③ 保育所等の施設間における人材交流や保育所等への養成校の保育実習の受入れ支援を行うことにより、
技能の向上によるキャリアアップ及び保育所等への就職者の増加を図る。

（※）現行の保育所等における業務集約化推進事業、保育人材等就職支援事業及び保育士等のキャリアアップ構築のための人材
交流支援事業を整理。

【実施主体】 市区町村
【補助基準額(案)】①１市区町村当たり 11,667千円

※ 待機児童対策協議会参加自治体の場合、コーディネーターの追加配置を支援 4,000千円（加算額）
②「業務集約化」に関する取組に必要な費用
※ 運営主体が異なる複数施設における取組を対象とし、同一の法人が運営する施設のみで業務集約化を

行う場合は対象外。
③保育士の実地派遣・人材交流 １人１日当たり 7,000円（代替保育士等雇上費）
実習受入費 １人当たり 10,000円
調整費 １人当たり 4,000円

【補助割合】 ①、②国：１／２、市区町村：１／２ ③国：３／４、市区町村：１／４

（４）若手保育士や保育事業者等への巡回支援事業 【保育対策総合支援事業費補助金394億円(394億円)の内数】

保育所等におけるマネジメント力向上を図るため、雇用管理や勤務環境の改善その他事業の円滑な運営の
ために必要な助言を行う「保育事業者コンサルタント」の配置に必要な費用の一部を補助する。

また、若手保育士等のスキルアップのため、「保育士支援アドバイザー」（経験豊富な保育士やソーシャ
ルワークの専門職等）が保育所等を巡回して支援を行うために必要な費用の一部を補助する。

さらに、放課後児童クラブにおいて、子どもの安全の確保を図り、子どもの主体的な活動を尊重し、
子どもの自主性、社会性等のより一層の向上を図るため、放課後児童クラブを巡回するアドバイザーを
市区町村に配置するために必要な費用の一部を補助する。

【実施主体】 都道府県、市区町村
【補助基準額(案)】保育事業者コンサルタント ：１自治体当たり 4,064千円

保育士支援アドバイザー ：１自治体当たり 4,064千円
放課後児童クラブ巡回アドバイザー：１自治体当たり 4,064千円

【補助割合】 国：１／２、都道府県、市区町村：１／２
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○保育所等におけるICT化推進事業（P36、47参照） 【保育対策総合支援事業費補助金3.6億円】

① 保育士の業務負担軽減を図るため、保育に関する計画・記録や保護者との連絡、子どもの登降園
管理等の業務のＩＣＴ化を行うために必要なシステムの導入費用及び外国人の子どもの保護者との
やりとりに係る通訳や翻訳のための機器の購入に係る費用の一部を補助する。

② 認可外保育施設において、保育記録の入力支援など、保育従事者の業務負担軽減につながる機器の
導入に係る費用の一部を補助し、事故防止につなげる。

③ 病児保育事業等において、空き状況の見える化や予約・キャンセル等のＩＣＴ化を行うために必要
なシステムの導入費用の一部を補助する。

【実施主体】 都道府県、市区町村
【補助基準額(案)】①(ｱ)業務のICT化を行うためのシステム導入 １施設当たり 1,000千円

(ｲ)翻訳機等の購入 １施設当たり 150千円
②認可外保育施設における機器の導入 １施設当たり 200千円
③病児保育事業等の業務（予約・キャンセル等）のICT化を行うためのシステム導入

(ｱ)１自治体当たり 8,000千円
(ｲ)１施設当たり 1,000千円

【補助割合】 ①国：１／２、市区町村：１／４、事業者：１／４
②国：１／２、都道府県、市区町村：１／４、事業者：１／４
③(ｱ)国：１／２、市区町村：１／２ (ｲ)国：１／２、市区町村：１／４、事業者：１／４

※①～③について、地方自治体が運営する施設(＊)を対象にする場合は、国：１／２、自治体：１／２
＊①～②は財政力指数が1.0未満の地方自治体が対象。

（参考）【令和元年度補正予算案】
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【実施主体】 都道府県、指定都市、中核市
【補助基準額(案)】保育士・保育所支援センター運営費： 4,300千円

保育士再就職支援コーディネーター雇上費： 4,000千円
※マッチングの実績が年50件以上ある場合、4,000千円（１名分）を加算
※待機児童対策協議会参加自治体の場合、コーディネーターの更なる追加配置を支援

復職前研修実施経費： 465千円
離職した保育士等に対する再就職支援： 4,030千円
保育士登録簿を活用した就職促進： 3,517千円
マッチングシステム導入費： 7,000千円

【補助割合】 国：１／２、都道府県、指定都市、中核市：１／２

＜③離職者の再就職支援＞

（１）保育士・保育所支援センター設置運営事業
【保育対策総合支援事業費補助金394億円(394億円)の内数】

潜在保育士等への就職支援、保育所等に勤務する保育士等への相談支援、保育所等の潜在保育士活用
支援等を実施する保育士・保育所支援センターの設置・運営に要する費用の一部を補助する。

（２）潜在保育士再就職支援事業 【保育対策総合支援事業費補助金394億円(394億円)の内数】

離職後のブランクが長くなった潜在保育士が抱く職場復帰への不安を軽減するため、保育士・保育所
支援センター等の紹介（マッチング）により、保育所等が潜在保育士を非常勤として試行的に雇用する
際に行う研修等に要する費用を補助する。

【実施主体】 市区町村
【補助基準額(案)】１人当たり年額100千円
【補助割合】 国：１／２、市区町村：１／２

（３）保育士修学資金貸付等事業【新規】(再掲)【保育対策総合支援事業費補助金394億円(394億円)の内数】

→ Ｐ７参照
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【実施主体】 都道府県、市区町村
【補助基準額(案)】研修の実施に必要な費用
【補助割合】 国：１／２、都道府県、市区町村：１／２

（２）保育の質の向上のための研修事業 【子ども・子育て支援対策推進事業費補助金29億円(31億円)の内数】

保育所の職員等を対象に、質の高い保育を安定的に提供するべく、保育の専門性向上を図るための研修
の実施に要する費用の一部を補助する。

（３）新規卒業者の確保、就業継続支援事業【子ども・子育て支援対策推進事業費補助金29億円(31億円)の内数】

保育士の専門性向上と質の高い人材を安定的に確保する観点から、「新規卒業者の確保」及び「就業
継続支援」に関する研修の実施に要する費用の一部を補助する。

【実施主体】 都道府県、市区町村
【補助基準額(案)】研修の実施に必要な費用
【補助割合】 国：１／２、都道府県、市区町村：１／２

○保育士の質の向上と保育人材確保のための研修

（１）保育士等キャリアアップ研修事業 【子ども・子育て支援対策推進事業費補助金29億円(31億円)の内数】

保育所等におけるリーダー的職員の職務内容に応じた専門性の向上を図るため、国で示した保育士等
キャリアアップ研修について、都道府県が行う研修又は都道府県が指定した研修を実施するために必要
な費用の一部を補助する。

【実施主体】 都道府県
【補助基準額(案)】研修の実施に必要な費用
【補助割合】 国：１／２、都道府県：１／２

（４）多様な保育研修事業 【子ども・子育て支援対策推進事業費補助金29億円(31億円)の内数】

家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業、延長保育事業（訪問型）、一時預かり事業（居宅訪問型）
又は病児保育事業に従事する者に必要な知識の修得、資質を確保するために必要な研修の実施に要す
る費用の一部を補助する。

【実施主体】 都道府県、市区町村
【補助基準額(案)】研修の実施に必要な費用
【補助割合】 国：１／２、都道府県、市区町村：１／２


